
即時型食物アレルギーの発症要因

出典：『平成24年度食品表示に関する試験検査等の実施（消費者政策調査費）
「即時型アレルギーによる健康被害の全国実態調査」』
消費者庁

57.7

2.5

0.7

0 20 40 60 80

その他

表示ミス

誤食

初発

39.0

N=2,954

（%）

調査時期 平成23年1月から3ケ月ごとに1
年間。

調査方法 アレルギー専門医の協力医師
1,079名に葉書郵送法で実施

調査対象 何らかの食物を摂取後60分以内
に症状が出現し、かつ医療機関を
受診したもの2,954例

3歳までに食物アレルギーと診断された児・誤食の経験

出典：『アレルギー疾患に関する3歳児全都調査（平成26年度）報告書』
東京都健康安全研究センター　平成27年（2015年）3月

N=564

ある
25.2%

なし 74.8%

調査時期 平成26年10月

調査方法 区市町村の協力により、保護者へ
無記名による自己式調査票を配布
し、郵送で回収

調査対象 都内3歳児健康診査受診者及びそ
の保護者
平成26年度は8,383人に配布
し、3,435人から回収
そのうち3歳までに食物アレル
ギーと診断されたと回答した
564人

 4 誤食・発症
「食物アレルギー」への対応は、アレルギー物質を食べないことがその“第一”となります。いっぽうで、アレルギー物
質を誤って口に入れてしまう誤食のリスクは常につきまとい、決して“ゼロ”にはなりません。誤食によるアレルギー
の発症が、どこで、どのように起きているのか見ていきます。
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出典：『保育所におけるアレルギー対応にかかわる調査研究』
日本保育園保健協議会・会員関連保育所　全国調査（7月）
日本保育園保健協議会会長 鴨下重彦
平成22年3月　財団法人 こども未来財団

食物アレルギー児の誤食事故（異物を除く）を過去１年間に
経験しましたか？

0
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40
50
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70
80
90

100

経験していない経験した

70.9

29.1

N=953（%） 調査期間 平成21年7月10日～7月31日

調査方法 アンケート調査票を送付

調査対象 日本保育園保健協議会・
会員関連保育所953園
（対象園児105,853人）

アナフィラキシーを知っていますか？

出典：『保育所におけるアレルギー対応にかかわる調査研究』
日本保育園保健協議会・会員関連保育所　全国調査（7月）
日本保育園保健協議会会長 鴨下重彦
平成22年3月　財団法人 こども未来財団
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100

知らないあまり知らない多少知っているよく知っている

38.0

2.8 0.5

58.7

N=953（%） 調査期間 平成21年7月10日～7月31日

調査方法 アンケート調査票を送付

調査対象 日本保育園保健協議会・
会員関連保育所953園
（対象園児105,853人）

4章　誤食・発症
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出典：『日清オイリオグループ　第4回乳幼児の食物アレルギーに関する実態調査』
日清オイリオグループ株式会社

子どもの食物アレルギーのことや、日常生活で気をつけることなどに
ついての、母親からみた自分の夫の理解度

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

よくわからない理解していないあまり理解していない理解している良く理解している

41.5

18.1

3.2
7.4

29.8

　（%） 調査期間 2015年12月11日～
12月13日

調査方法 インターネット調査

調査対象 全国の食物アレルギー疾患と診断
されている0歳～5歳までの乳幼
児をもつ母親100名

N=94

食物アレルギーについて周囲や社会に望むこと

出典：『日清オイリオグループ　第4回乳幼児の食物アレルギーに関する実態調査』
日清オイリオグループ株式会社

70.0
43.0

50.0

45.0
42.0

53.0

34.0
39.0

30.0
34.0

28.0
27.0

2.0
2.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80（%）

食品のアレルギー表示を
分かりやすく、充実させてほしい

アレルギー対応の食品が
増えてほしい

保育園や幼稚園など教育機関で
対応を充実してほしい

アレルギー対応の食品が
入手しやすくなってほしい
食物アレルギーに対する
理解度が高まってほしい

食物アレルギーに対応できる
医療機関が増えてほしい

その他

調査期間 2012年12月28日～2013年1
月6日および2015年12月11日
～12月13日

調査方法 インターネット調査

調査対象 全国の食物アレルギー疾患と診断
されている0歳～5歳までの乳幼
児をもつ母親100名

2012 年
（N=100）
2015 年
（N=100）
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出典：『日清オイリオグループ　第4回乳幼児の食物アレルギーに関する実態調査』
日清オイリオグループ株式会社

子どもが食物アレルギーと分かるまでの
食物アレルギーについての知識

0

10

20

30

40

50

60

70

その他どんな症状があり、
食事で気を付けることなど

具体的に知っていた

言葉は聞いたことが
あるが具体的には
知らなかった

全く
知らなかった

63.0

24.0

0.0

13.0

N=100（%） 調査期間 2015年12月11日～
12月13日

調査方法 インターネット調査

調査対象 全国の食物アレルギー疾患と診断
されている0歳～5歳までの乳幼
児をもつ母親100名

誤食につながる問題（ヒヤリ・ハット）の発生

出典：『日清オイリオグループ　第３回食物アレルギーに関する実態調査』
日清オイリオグループ株式会社
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38.8

61.2

N=103（%） 調査期間 2014年12月26日～
2015年1月4日

調査方法 インターネット調査

調査対象 保育所・認可外保育施設・小学校・
特別支援学校の給食に従事する栄
養士、管理栄養士103名

4章　誤食・発症
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食物アレルギー事故の発生状況

出典：『乳幼児の食物アレルギー対策に関する実態調査結果報告書』
平成27年2月　中部管区行政評価局

0 10 20 30 40 50 60 70

全体

私立幼稚園

公立幼稚園

認可外保育施設

私立保育所

公立保育所 47.6

7.1

37.4

57.5

1.6

19.2

（%）

調査時期 平成26年5月1日現在

調査対象 愛知県、富山県の8市の保育所・
幼稚園615施設に依頼し、回答
のあった479施設

N=479

誤食の事例・平成24年（2012年）年度中

出典：『学校給食における食物アレルギーを有する児童生徒への対応調査結果速
報』平成25年（2013年）12月16日学校給食における食物アレルギー対応に関
する調査研究協力者会議資料

　　　文部科学省

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10

合計
（N=579）

中学校
（N=166）

小学校
（N=413）

5 校
3%

34 校
5.9%

29 校
7%

　（%） 調査時期 2013年

調査対象 全国の公立小学校413校、中学校
166校、合計579校
養護教諭が回答

施設における食物アレルギー対応の基本方針

出典：『日清オイリオグループ　第3回食物アレルギーに関する実態調査』
日清オイリオグループ株式会社
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基本方針は無く、
個別に対応している

詳細な
献立対応

完全もしくは、
一部弁当対応

除去食対応代替食対応

33.0

12.6

33.0

4.9
16.5

N=103（%） 調査期間 2014年12月26日～
2015年1月4日

調査方法 インターネット調査

対象者 保育所・認可外保育施設・小学校・
特別支援学校の給食に従事する栄
養士、管理栄養士103名
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「食物アレルギー」と診断後にアレルギー症状を起こした場所

出典：『小学生の母親を対象とした「食物アレルギー」認識調査』
ファイザー株式会社

55.1

32.2

2.9

7.9

18.3

20.5

0 20 40 60

診断を受けた後に症状を
起こしたことはない

その他

小学校

自宅以外の家庭
（親戚宅・友人宅など）

外出先（レストラン）

自宅

N=824

（%）

調査時期 2012年9月10日、11日

調査方法 インターネットアンケート調査

調査対象 食物アレルギーと診断されている
小学1年生～小学6年生の子供を
もつ母親824名

学校給食における食物アレルギー事例・場所別集計

出典：『学校の管理下における食物アレルギーへの対応 調査研究報告書　平成23
年（2011年）3月』（データを基にグラフ作成）
独立行政法人日本スポーツ振興センター　学校災害防止調査研究委員会
第二部会
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男子
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335

201
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176

87
26

61
606 743 1028 101 211110

調査期間 平成21年度～平成22年度

調査方法 独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンターの災害共済給付データから
傷病名「アレルギー、アナフィラ
キシー、ジンマシン」に該当する
ものを抽出し、さらに「災害発生
時の状況」及び「傷病名」から「学校
給食における食物アレルギーデー
タ」と考えられないものを削除し
て「学校給食における食物アレル
ギーデータ」とした。（804件）
804件の内訳
（平成17年度160件、平成18年度
213件、平成19年度201件、平
成20年度230件）

調査対象 全国の小学校、中学校

３歳までに食物アレルギーと診断された児・誤食の起こった場所

出典：『アレルギー疾患に関する3歳児全都調査（平成26年度）報告書』
東京都健康安全研究センター　平成27年（2015年）3月

0 20 40 60 80 100

その他の場所

保育施設等

親戚・友人宅

レストラン等の外出先

自宅 69.0

22.5

5.6

33.8

7.0

　

（%）

調査時期 平成26年10月　

調査方法 区市町村の協力により、保護者へ
無記名による自己式調査票を配布
し、郵送で回収

調査対象 都内3歳児健康診査受診者及びそ
の保護者
平成26年度は8,383人に配布し、
3,435人から回収
そのうち3歳までに食物アレル
ギーと診断され誤食経験のある
142人

N=142

4章　誤食・発症
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学校給食における食物アレルギー事例・指導名称別集計

出典：『学校の管理下における食物アレルギーへの対応 調査研究報告書　平成23年（2011年）3月』（データを基にグラフ作成）
独立行政法人日本スポーツ振興センター　学校災害防止調査研究委員会   第二部会
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独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済給付データから傷病名「アレルギー、アナフィラキシー、ジンマシン」に該
当するものを抽出し、さらに「災害発生時の状況」及び「傷病名」から「学校給食における食物アレルギーデータ」と考えられな
いものを削除して「学校給食における食物アレルギーデータ」とした。（804件）
804件の内訳
（平成17年度160件、平成18年度213件、平成19年度201件、平成20年度230件）
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ヒヤリハット等事例の起こった段階・保育所

出典：『保育所における食物アレルギーの対応について』
広島県北部厚生環境事務所・保健所

調査時期

調査対象

調査方法

回収率
0 10 20 30 40 50

平成26年7月22日～ 
平成26年8月29日

管内の保育所　44施設

公立保育所は、各市（保健所主管
課）から調査票送付・回収し、保
健所へ送付
私立保育所、認可外保育所は、保
健所から調査票を郵送し、返信用
封筒により回収

100％（44施設）　
総園児数2,634人

N=22

22.7

45.5

13.5

9.1

9.1

食事中

保育室で配る時

調理室から出る時

食材を分ける時

個別対応表確認時

（％）
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保育所での給食誤配・誤食の原因

出典：『2015年度　保育所における食物アレルギーの対応
全国調査（仮）速報』
2016年5月　厚生労働省
東京慈恵医大　吉沢穣治医師

調査時期

調査対象

調査方法

0 500 1,000 1,500 2,000

2015年4月～2016年2月

全国の保育所32,210施設のうち、回答があった13,921
施設

厚生労働省研究班による全国大規模調査
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行事の時に間違えて食べた

（施設数）

詳しい職員が休みだった

保護者からの情報不足

原因食材の混入

情報が職員間で共有されていなかった

調理担当から保育士への伝達漏れ

原材料の見落とし

他の子どもに配膳した食べ物を食べた

間違えて配膳した

事故の内容別内訳

出典：『乳幼児の食物アレルギー対策に関する実態調査結果報告書』
平成27年2月　中部管区行政評価局
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平成26年5月1日現在

愛知県、富山県の8市の保育所・
幼稚園615施設に依頼し、回答の
あった473施設
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N=204

4章　誤食・発症

4
章

59



原因となったアレルゲンの内訳

出典：『当院における5年間のアナフィラキシー症例の検討』
徳島赤十字病院　小児科
阿部容子　七條光一　近藤朝美　谷口多喜子　高橋昭良　渡邉力　
中津忠則
徳島赤十字病院医学雑誌　20：25-29，2015
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調査方法
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2009年4月～2014年3月

徳島赤十字病院で小児科外来、救
急外来を受診した15歳以下のア
ナフィラキシー症例76（男47：
女29）。年齢は生後56日～15歳。
このうち43例が入院。 
食物アレルギー既往は76例中46
例（うち10例にアナフィラキシー
既往あり）

診療録を用いて後方視的に検討21.0
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（％）

N=76

施設の規模別にみたヒヤリハット等事例の発生状況

出典：『保育所における食物アレルギーの対応について』
広島県北部厚生環境事務所・保健所
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平成26年7月22日～ 
平成26年8月29日

管内の保育所　44施設

公立保育所は、各市（保健所主管
課）から調査票送付・回収し、保
健所へ送付
私立保育所、認可外保育所は、保
健所から調査票を郵送し、返信用
封筒により回収

100％（44施設）　
総園児数2,634人

発生なし
発生あり

ヒヤリハット事例は大規模施設で発生しやすい
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N=44施設
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学校給食における食物アレルギー事例・食品別集計（重複あり）

出典：『学校の管理下における食物アレルギーへの対応 調査研究報告書　平成23年（2011年）3月』（データを基にグラフ作成）
独立行政法人日本スポーツ振興センター　学校災害防止調査研究委員会   第二部会
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独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済給付データから傷病名「アレルギー、アナフィラキシー、ジンマシン」に該当するも
のを抽出し、さらに「災害発生時の状況」及び「傷病名」から「学校給食における食物アレルギーデータ」と考えられないものを削除して
「学校給食における食物アレルギーデータ」とした。（804件）
804件の内訳
（平成17年度160件、平成18年度213件、平成19年度201件、平成20年度230件）
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学校給食における食物アレルギー事例・学年別集計

出典：『学校の管理下における食物アレルギーへの対応 調査研究報告書　平成23
年（2011年）3月』（データを基にグラフ作成）
独立行政法人日本スポーツ振興センター　学校災害防止調査研究委員会   
第二部会

調査期間

調査対象

調査方法

0
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（人）

小1 小2 小3 小4 小5 小6 中1 中2 中3

2224
19
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24

161815

33
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6362

77
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4650
60

94

平成21年度～平成22年度

全国の小学校、中学校

独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンターの災害共済給付データから
傷病名「アレルギー、アナフィラ
キシー、ジンマシン」に該当する
ものを抽出し、さらに「災害発生
時の状況」及び「傷病名」から「学校
給食における食物アレルギーデー
タ」と考えられないものを削除し
て「学校給食における食物アレル
ギーデータ」とした。（804件）
804件の内訳
（平成17年度160件、平成18年
度213件、平成19年度201件、
平成20年度230件）

N=804男子
女子
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学校給食における食物アレルギー事例・学校種別集計

出典：『学校の管理下における食物アレルギーへの対応 調査研究報告書　平成23
年（2011年）3月』（データを基にグラフ作成）
独立行政法人日本スポーツ振興センター　学校災害防止調査研究委員会   
第二部会

調査期間

調査対象

調査方法

0

100

200

300

400

500

N=804

男子
女子

平成21年度～平成22年度

全国の小学校、中学校

独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンターの災害共済給付データから
傷病名「アレルギー、アナフィラ
キシー、ジンマシン」に該当する
ものを抽出し、さらに「災害発生
時の状況」及び「傷病名」から「学校
給食における食物アレルギーデー
タ」と考えられないものを削除し
て「学校給食における食物アレル
ギーデータ」とした。（804件）
804件の内訳
（平成17年度160件、平成18年
度213件、平成19年度201件、
平成20年度230件）

（人）

小学校

65
（23.6%）

211
（76.4%）

139
（26.3%）

389
（73.7%）

中学校

学校給食における食物アレルギー事例・性別集計

出典：『学校の管理下における食物アレルギーへの対応 調査研究報告書　平成23
年（2011年）3月』（データを基にグラフ作成）
独立行政法人日本スポーツ振興センター　学校災害防止調査研究委員会   
第二部会

調査期間

調査対象

調査方法
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204
（25.4%）

600
（74.6%）

平成21年度～平成22年度

全国の小学校、中学校

独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンターの災害共済給付データから
傷病名「アレルギー、アナフィラ
キシー、ジンマシン」に該当する
ものを抽出し、さらに「災害発生
時の状況」及び「傷病名」から「学校
給食における食物アレルギーデー
タ」と考えられないものを削除し
て「学校給食における食物アレル
ギーデータ」とした。（804件）
804件の内訳
（平成17年度160件、平成18年
度213件、平成19年度201件、
平成20年度230件）

（人）

男子 女子
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学校給食における食物アレルギー事例・症状別集計（重複あり）

出典：『学校の管理下における食物アレルギーへの対応 調査研究報告書　平成23
年（2011年）3月』（データを基にグラフ作成）
独立行政法人日本スポーツ振興センター　学校災害防止調査研究委員会   
第二部会

調査期間

調査対象

調査方法
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平成21年度～平成22年度

全国の小学校、中学校

独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンターの災害共済給付データから
傷病名「アレルギー、アナフィラ
キシー、ジンマシン」に該当する
ものを抽出し、さらに「災害発生
時の状況」及び「傷病名」から「学校
給食における食物アレルギーデー
タ」と考えられないものを削除し
て「学校給食における食物アレル
ギーデータ」とした。（804件）
804件の内訳
（平成17年度160件、平成18年
度213件、平成19年度201件、
平成20年度230件）

（人）

息苦しい・
呼吸困難

痒み 腫れ 痛み 内容不明

N=804男子
女子
全体

学校給食における食物アレルギー事例・傷病名別集計

出典：『学校の管理下における食物アレルギーへの対応 調査研究報告書　平成23年（2011年）3月』（データを基にグラフ作成）
独立行政法人日本スポーツ振興センター　学校災害防止調査研究委員会   第二部会

調査期間

調査対象

調査方法

0

50

100

150

200

250

300

350

400
N=804

1710
27

83

197

100

189192

394

628
25

54
19

5348

98

11819
58

143

81

136144

296

（人）

男子
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平成21年度～平成22年度

全国の小学校、中学校

独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済給付データから傷病名「アレルギー、アナフィラキシー、ジンマシン」に該当するも
のを抽出し、さらに「災害発生時の状況」及び「傷病名」から「学校給食における食物アレルギーデータ」と考えられないものを削除して
「学校給食における食物アレルギーデータ」とした。（804件）
804件の内訳
（平成17年度160件、平成18年度213件、平成19年度201件、平成20年度230件）

アレルギー アナフィラ
キシー

アナフィラキシー
ショック

食物依存性
運動誘発

アナフィラキシー

ジンマシン ぜん息・
呼吸器系

結膜系 鼻炎 皮膚炎
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アレルギー症状が最も強く現われた時、
医療機関を受診しなかった理由

出典：『小学生の母親を対象とした「食物アレルギー」認識調査』
ファイザー株式会社

調査実施日

調査対象

調査方法

0 5 10 15 20 25 30 35 40

N=211
※（　）内は人数

11.4（24）

0.0（0）

0.5（1）

0.5（1）

3.8（8）

8.1（17）

14.2（30）

22.3（47）

39.3（83）

その他

医療機関を受診するのは
面倒だったから

医療費がかかるため

医療機関に連れていける人が
居合わせていなかったため

医療機関の診察時間外
だったため

重篤な症状になるとは
思わなかったため

受診しようとした時にはすでに
症状がおさまっていたため

いつもの症状だと
思ったから

しばらくすればおさまる
と思ったから

2012年9月10日、11日

食物アレルギーと診断されている
小学1年生～小学6年生の子供を
もつ母親824名のうちアレルギー
症状が最も強く現われた時、医療
機関を受診しなかったと回答した
人数211名

インターネットアンケート調査

（％）

食物アレルギーをもつ子供の母親のうち、アレルギー症状が最も強く
現われた時の症状として2症状以上選択した母親

出典：『小学生の母親を対象とした「食物アレルギー」認識調査』
ファイザー株式会社

調査実施日

調査対象

調査方法

2012年9月10日、11日

食物アレルギーと診断されている
小学1年生～小学6年生の子供を
もつ母親824名のうち、アレル
ギー症状が最も強く現われた時の
症状として2症状以上選択した母
親216名

インターネットアンケート調査

アナフィラキシーショック
11.1%（24）アナフィラキシー

または
アナフィラキシーショック

ではない
46.8%（101）

分からない
21.3%（46）

N=216
※（　）内は人数

アナフィラキシー
20.8%（45）
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アレルギー症状が最も強く現れた時、お子さまの症状は
以下のどれに当てはまると思いますか？

出典：『小学生の母親を対象とした「食物アレルギー」認識調査』
ファイザー株式会社

調査実施日

調査対象

調査方法

N=824
※（　）内は人数

2012年9月10日、11日

食物アレルギーと診断されている
小学1年生～小学6年生の子供を
もつ母親824名

インターネットアンケート調査

アナフィラキシーショック
3.4%（28）

分からない
23.2%（191）

アナフィラキシー
9.0%（74）

アナフィラキシー
または

アナフィラキシー
ショックではない
64.4%（531）

出典：『食物アレルギーに関する実態調査報告』　平成21年（2009年）3月
大分県福祉保健部健康対策課

調査時期 平成19年（2007年）10月から
平成20（2008年）年3月

調査方法 健診実態調査：大分県内の各市町
村に協力を依頼し、無記名による
自記式調査票を配布し回収・解析

調査対象 健診実態調査：県内の1歳6か月
及び3歳児健診の受診対象者の保
護者。
1歳6か月児は調査票に回答した
2,388人のうち、食物アレルギ
ー症状を起こしたことがある者
263人。
3歳児は調査票に回答した2,484
人のうち、食物アレルギー症状あ
る者295人。

原因食品の確認方法

0 20 40 60 80 100

66.2
51.2

29.3
22.7

26.6
44.4

5.3
6.1

2.7
3.1

0.8
1.7

原材料名の表示

店頭表示・ポップなど

特に確認していない

販売店に尋ねる

メーカーに尋ねる

その他

1 歳 6 か月児（N=263） 3 歳児（N=295）
（%）
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出典：『アレルゲンの閾値（しきいち）に関する消
費者の視点＜世界共同調査＞』Web調査
European Academy of Allergy and 
Clinical Immunology （EAACI）
International Food Allergy & Anaphylaxis 
Alliance （IFAAA）
2013年

調査時期

調査対象

加工食品の表示による購入判断

0 20 40 60 80 100

2013年10月　

日本の食物アレルギー患者及びその家族、285人がアンケートに参加、
そのうち本設問に回答した242人＊。
＊2013年4月にEAACIとIFAAAに参加している17カ国により8種類の

言語で実施された9,689人の調査に続き、IFAAAのみに参加している、
香港・日本・メキシコ・チリにおいて2013年10月に同様の内容で追加
実施。
日本では、食物アレルギーパートナーシップ（現・一般社団法人 食物ア
レルギーフォーラム）が実施し、作業はNPO法人 アトピッ子地球の子
ネットワークが行った。

N=242
（％）

ａ　アレルゲンが含まれています

ｂ　アレルゲン成分が含まれています

ｃ　アレルゲンが混入しているかもしれません

ｅ　同じ施設でアレルゲンが扱われています

ｆ　製造工場内でアレルゲンを使用しています

ｋ   アレルゲンは含まれていません

ｌ　アレルゲンフリー

ｍ　適正な製造基準を採用してアレルゲン成分
を分離した工場で製造しています

ｎ　アレルギー患者（例えばナッツアレルギー）
に適していません

ｏ　アレルゲンがないことを認定します

ｄ　微量のアレルゲンが
混入しているかもしれません

ｇ　アレルゲンを含む製品と同じ製造ラインで
製造されています

ｈ　アレルゲンを含む製品と共用の設備で
製造しています

Ｉ　アレルゲンを含む製品の処理ラインで
製造しています

ｊ　包装工程上でアレルゲンを含む食品が
包装さています

78.9

74.0

58.3

49.6

14.9

14.5

20.2

21.9

25.6

30.6

7.0

7.4

8.3

70.2

8.7

15.7 5.4

19.0 7.0

29.3 12.4

33.1 17.4

45.9 39.3

43.4 42.1

40.9 38.8

40.1 38.0

40.9 33.5

37.2 32.2

10.7 82.2

17.4 75.2

14.5 77.3

14.5 15.3

15.7 75.6

絶対買わない 時々買う いつも買う
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出典：『アレルゲンの閾値（しきいち）に関する消
費者の視点＜世界共同調査＞』Web調査
European Academy of Allergy and 
Clinical Immunology （EAACI）
International Food Allergy & Anaphylaxis 
Alliance （IFAAA）
2013年

調査時期

調査対象

食品表示と法律

0 20 40 60 80 100

2013年10月　

日本の食物アレルギー患者及びその家族、285人がアンケートに参加、
そのうち本設問に回答した215人＊。
＊2013年4月にEAACIとIFAAAに参加している17カ国により8種類の

言語で実施された9,689人の調査に続き、IFAAAのみに参加している、
香港・日本・メキシコ・チリにおいて2013年10月に同様の内容で追加
実施。
日本では、食物アレルギーパートナーシップ（現・一般社団法人 食物ア
レルギーフォーラム）が実施し、作業はNPO法人 アトピッ子地球の子
ネットワークが行った。

N=215
（％）

ａ　食品表示に関する現在の法律では、加工食
品に使用される主要なアレルゲンは全て表
示する必要があります。

ｂ-1　「大豆を含んでいる可能性がある」という
注意喚起の表示は、法律で義務付けられ
ている。

ｂ-2　「この製品はアレルゲンを含む製品と共用
の施設で製造されています」という注意喚

　起の表示は、法律で義務付けられている。

ｃ　注意喚起の表示は、アレルゲンの分量に基
づいて表示されているわけではない。

ｄ　科学的な閾値は、どの程度食品を摂取すれ
ばアレルギー反応を起こすか判断するために
存在する。

36.348.4 15.3

31.645.622.8

43.926.2 29.9

26.010.763.3

47.923.928.2

正しい 間違い わからない

アレルゲンの閾値に関する知識

出典：『アレルゲンの閾値（しきいち）に関する消費者の視点＜世界共同調査＞』
Web調査
European Academy of Allergy and Clinical Immunology （EAACI）
International Food Allergy & Anaphylaxis Alliance （IFAAA）
2013年

調査時期

調査対象0 10 20 30 40 50 60

2013年10月

日本の食物アレルギー患者及びそ
の家族、285人がアンケートに参
加、そのうち本設問に回答した
215人＊。
＊2013年4月にEAACIとIFAAA

に参加している17カ国により8
種類の言語で実施された9,689
人の調査に続き、IFAAAのみに
参加している、香港・日本・メキ
シコ・チリにおいて2013年10
月に同様の内容で追加実施。
日本では、食物アレルギーパート
ナーシップ（現・一般社団法人 食
物アレルギーフォーラム）が実施
し、作業はNPO法人 アトピッ子
地球の子ネットワークが行った。

正しい知識を知らない

多少知っている

とてもよく知っている

専門家（専門家と同様）

（%）
N=215

35.3

55.3

14.4

1.9
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出典：『アレルゲンの閾値（しきいち）に関する消費者の視点＜世界共同調査＞』
Web調査
European Academy of Allergy and Clinical Immunology （EAACI）
International Food Allergy & Anaphylaxis Alliance （IFAAA）
2013年

調査時期

調査対象

食品に含まれるアレルゲンの量が、唇のチクチク感や喉のかゆみなどの軽度のアレルギー反応を誘発する
だけであるということが保証されれば、あなたが避けているアレルゲン食物を含む食品を購入しますか?

0 10 20 30 40 50 60 70

2013年10月

日本の食物アレルギー患者及びそ
の家族、285人がアンケートに参
加、そのうち本設問に回答した
215人＊。
＊2013年4月にEAACIとIFAAA

に参加してい17カ国により8種
類の言語で実施された9,689人
の調査に続き、IFAAAのみに参
加している、香港・日本・メキシ
コ・チリにおいて2013年10月
に同様の内容で追加実施。
日本では、食物アレルギーパート
ナーシップ（現・一般社団法人 食
物アレルギーフォーラム）が実施
し、作業はNPO法人 アトピッ子
地球の子ネットワークが行った。

はい

いいえ

わからない

（%）
N=215

20.0

58.1

21.9

出典：『アレルゲンの閾値（しきいち）に関する消費者の視点＜世界共同調査＞』
Web調査
European Academy of Allergy and Clinical Immunology （EAACI）
International Food Allergy & Anaphylaxis Alliance （IFAAA）
2013年

調査時期

調査対象

食品に含まれるアレルゲンの量が、症状を誘発するほどではないことが保証
されれば、あなたが避けているアレルゲン食物を含む食品でも購入しますか？

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2013年10月

日本の食物アレルギー患者及びそ
の家族、285人がアンケートに参
加、そのうち本設問に回答した
215人＊。
＊2013年4月にEAACIとIFAAA

に参加している17カ国により8
種類の言語で実施された9,689
人の調査に続き、IFAAAのみに
参加している、香港・日本・メキ
シコ・チリにおいて2013年10
月に同様の内容で追加実施。
日本では、食物アレルギーパート
ナーシップ（現・一般社団法人 食
物アレルギーフォーラム）が実施
し、作業はNPO法人 アトピッ子
地球の子ネットワークが行った。

はい

いいえ

わからない

（%）
N=215

58.1

14.9

27.0
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※「参考情報」の内訳
・2009年（なし）
・2010年（推薦表示品目2）
・2011年（推薦表示品目4、ポップ・値札3）
・2012年（推薦表示品目2）
・2013年（欄外注意喚起5、ヒスタミン4、ポップ・値札1）
・2014年（欄外注意喚起1、ヒスタミン1、店頭販売3、ポップ・値札2、推薦表示品目9、特定加工食品1）
・2015年（ヒスタミン2、ポップ・値札5、推薦表示品目11、外食2）

出典：webサイト『食物アレルギー危機管理情報（FAICM）』
　　　運営者 NPO法人アトピッ子地球の子ネットワーク
　　　47都道府県から発信される回収情報のうち、アレルギー表示に関連したもののみを集約し、データベースに蓄積

1

2

3

4

5

6

7

8  

表示ミス
成分検出
混入
ラベル誤貼付・貼忘れ　　　　　　
誤表記・誤コード
容器間違い・誤包装
原材料間違い
参考情報（法律違反ではないもの）
表示ミスした場所や理由（＊）
合計
上記のうち発症報告があったもの

2009年
63

4

3

4

0

0

0

0

74件
0

2010年
84

3

4

16

0

6

1

2

116件
2

2011年
75

6

3

14

2

3

1

7

111件
1

2012年
104

2

5

10

1

4

0

2

128件
2

2013年
83

9

9

35

1

4

3

10

154件
3

2014年
84

2

3

33

10

7

3

17

159件
2

2015年
106

3

5

39

13

7

6

20

199件
5

原因・回収理由

4章　誤食・発症
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